
科研費配分に見る大学研究費の変化
ー物理分野における科研費調査報告

同志社大学研究開発推進機構
笹尾真実子

The	change	of	university	research	funds	in	Physics	- The	distribution	survey	of	

Grant-in-aid	for	Scientific	Research

Doshisha	University	Organization	for	Research	Initiatives	and	Development

1. 背景
2. 調査手法
3. 2009,	2015,	2000	調査報告から
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4. 調査からみえてきたもの
物理学の特徴、競争的資金の割合の変化

4. まとめと今後にむけて



背 景 (1)

• 2004	年 国⽴⼤学法⼈化

• 2005	年 運営交付⾦削減開始

• 2007年 ⽇本物理学会に研究費配分に関する教育研究環境検討委員会が発⾜。

物理学会内では実態を把握することを⽬的にして「研究環境の変化調査委員会」が インフォーマルな団体である「中⼩
規模研究室懇談会（素粒⼦論グループプおよび物性懇談会）」を核として結成された。

（1）研究費配分の公平性を確保するため，会員を取りまく教育研究環境や教育研究費配分状況に関しての
調査，

（2）調査活動の結果をもとに物理学会階理事会や外部機関に対して必要な提⾔，

（3）その他，本委員会の⽬的および活動に照らして適切な活動を⾏う。

ー研究費配分に関する教育研究環境検討委員会報告(2009)から
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背 景 (2)

• 2007年 ⽇本物理学会に研究費配分に関する教育研究環境検討委員会が発⾜。

• ３つの活動

(I)会員アンケート集計結果報告」会誌64巻11号掲載（2009年） 

(II)科研費の配分状況調査から⾒えるもの」会誌65巻1号掲載（2010年） 

(III)図書館アンケートによる雑誌購読状況」会誌65巻1号掲載（2010年）

 

ー研究費配分に関する教育研究環境検討委員会報告(2009)から
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背 景
ー国立大学法人運営交付金予算額の推移

図14	国⽴⼤学の運営費交付⾦の推移 - 内閣府
https://www8.cao.go.jp	›	cstp ›	kihon5	›	siryo4-42023/3/26 物理学会春季2023 4
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運営交付金と科研費・受託研究費・寄付金
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第３期中期⽬標期間における
国⽴⼤学法⼈運営費交付⾦の在り
⽅について審議まとめ (2015)

2008									2009										2010											2011								2012								2013							2014

科研費基⾦化・増額スタート

運営交付⾦

科研費補助⾦

補助⾦など

寄付⾦
受託事業費
共同研究費

受託研究

運営交付⾦の減少しているが、

外部資⾦は増加している



背 景 (3)

• 運営費交付⾦削減により⽣じた研究経費の競争原理強化は、⼤学の教育研究環境に資源不⾜をもたら
し、この影響は公⽴⼤学、私⽴⼤学にも及んでいる。

（注）運営交付⾦⾃体も各視点からの評価に基づく配分となっている。

• 物理学の研究多様性を保持するという観点から、この現状を正確に把握し、会員の教育研究環境の改
善に資することを⽬的とした。

• 2009年前後の委員

礒⽥ 誠〔⾹川⼤教育） ⾹取眞理（中央⼤理⼯）（委員⻑） 阪本滋郎（島根⼤総合理⼯）

佐野雅⼰（東京⼤理） ⿃養映⼦（⼭梨⼤医⼯研） 辺⼟正⼈（琉球⼤理）松永 守（三重⼤⼯）

武藤 巧（千葉⼤情報科学教育セ） 村⼭茂幸（室蘭⼯⼤） ⽮ヶ崎克⾺（元琉球⼤理）
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調査手法 (1)

• 競争資⾦の中の科研費に注⽬

• 物理学という分野に配分されているものが明確なも

のに注⽬

• 科研費総額の65%以上を占める基盤研究に注⽬

• KAKEN科学研究費補助⾦データベースを利⽤して、

各研究種⽬（基盤S、基盤A、基盤B、基盤C）にお

いて新規に採択された課題の件数を検索。

• 配分研究費については、継続で配分されたものを加

算していく

2023/3/26 物理学会春季2023 7



採択された科研費代表者の研究組織の分類
ー研究経費の競争原理強化は、中小規模大学、私立大学、国立の研

究所にどのような影響を及ぼすか

（分類１）国公⽴⼤規模⼤学：1995以前から理学部に博⼠課程がある12⼤学
北⼤、東北⼤、筑波⼤、東⼤、東⼯⼤、⾸都⼤、名⼤、京⼤、阪⼤、⼤阪市⽴⼤、広⼤、九⼤

（分類２）国公⽴⼤学中規模⼤：2007年時点で理学部、理⼯学部に博⼠課程のある 26 国公⽴
⼤学＊

（分類３）国公⽴⼤学⼩規模⼤：その他の国公⽴⼤学

（分類４）私⽴⼤学
（分類５）短⼤、⾼専
（分類６）独⽴⾏政法⼈、国⽴研究所、⼤学共同利⽤機関、国⽴研究開発機構等
（分類７）⺠間企業の研究所、センター
（分類８）地⽅公共団体の研究センター、⼯業センター、博物館等
＊ 茨城⼤学 OR 愛媛⼤学 OR ⼤阪府⽴⼤学 OR 岡⼭⼤学 OR お茶の⽔⼥⼦⼤学 OR ⿅児島⼤学 OR ⾦沢⼤学 OR 横浜市⽴⼤学 OR 兵庫県⽴⼤学 OR 熊本⼤学 OR 
⾼知⼤学 OR 神⼾⼤学 OR 埼⽟⼤学 OR 佐賀⼤学 OR 静岡⼤学 OR 島根⼤学 OR 信州⼤学 OR 千葉⼤学 OR 富⼭⼤学 OR 奈良⼥⼦⼤学 OR 新潟⼤学 OR 弘前⼤学 OR 
⼭形⼤学 OR ⼭⼝⼤学 OR 琉球⼤学 OR 兵庫県⽴⼤学
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大中小の意味に注意



2023/3/26 物理学会春季2023 9

調査手法 (2)
KAKEN科学研究費補助金データベースを利用
（NII：国立情報学研究所）

詳細検索を選択
審査区分

理⼯系・数物系の中の物理学（天
⽂学、地球惑星化学、プラズマ科学
は含まない）



出力例（基盤B:分類1：2019)
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その他、代表者、分担者、等の情報



2009	調査報告から （件数分布）
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詳細検索を選択
審査区分

理⼯系・数物系の中の物理学（天
⽂学、地球惑星化学、プラズマ科学
は含まない）

⽇本物理学会誌 VoL 64	， No	．
12，2009

しかし、ReaDに物理で登録している
研究者数は
分類１（⼤規模国公） 1463
分類２（中規模国公） 431
分類３（⼩規模国公） 530

大国公 中国公 小国公 私立 短大 研究所



2009	調査報告から
（研究者数で規格化後、周辺分野との⽐較）
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⽇本物理学会誌 VoL 64	， No	．
12，2009

ReaDに登録している研究者数で規
格化後も、国公⽴⼤学の場合、規
模の⼤きい⼤学への集中が⾒られ
る。
この傾向は、化学、⽣物と⽐較す
るとさらに顕著である。

大国公 中国公 小国公 大中小平均



2015	調査報告から

＊ 運営交付⾦の削減と競争的資⾦増加の影響をみる

＊ 各分類に属する研究者数の調査
ーResearch	Mapの活⽤
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⽇本物理学会誌 VoL 70- 7(2015)
科研費（基盤研究 S,A,B,C）配分状
況調査報告

この時期の委員（66	– 70期）
磯⽥ 誠 （⾹川⼤）
佐野雅⼰ （東⼤理）
⿃養映⼦ （⼭梨⼤）
松永 守 （三重⼤）
森 初果 （東⼤）
瀧澤 誠 （昭和薬科⼤）
和⽥ 元 （同志社⼤学）
笹尾真実⼦ （東北⼤）（委員⻑）
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基盤S、基盤A、基盤B、
基盤Cの新規採択件数
の受け⼊れ機関分類
（１）〜（６）の割合

⼤規模国公⽴
研究所
中⼤規模国公⽴
⼩⼤規模国公⽴
私⽴⼤学
⾼専・短⼤

前回の2003-2007の調査で指
摘した⼤規模⼤学が占める
割合は相変わらず⾼いが、
特に2005年以降は独⽴⾏政
法⼈,⼤学共同利⽤機関が増
加しているのが特徴である。
前回の指摘にあるように⾼
額の科研費ほどこの傾向は
顕著である。

現在は分類１



2015	調査報告から
各分類に属する研究者数の調査

ー Research	Mapの活⽤
JSTが提供する研究者情報データベース
科研費については、平成31年度公募からその審査の際に審査委員が
researchmapの掲載情報を必要に応じて参照することができるようにする。
ORCID	iDにアカウント連携
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大規模国公
中規模国公
小規模国公
高専短大
私立大学
研究機関



2015	調査から

ー 配分総額の計算
ー 研究者数で規格化

Research	Mapの活⽤
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2020	調査報告から

＊ 各分類に属する研究者数の調査（精度を上げる）
ーResearch	Mapの活⽤ &	物理学会会員情報（所属のみ）

＊ ⼤型科研費の調査
＊ 物理学の特徴
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⽇本物理学会誌 VoL 70- 7(2015)
科研費（基盤研究 S,A,B,C）配分状
況調査報告

こ の 時 期 の 委 員 （ 7 1 – 7 5 期 ）
野中千穂（委員⻑ 名⼤），⽯⽥武和（⼤阪府⽴⼤），
板倉明⼦ （ N I M S ） ，⼯藤和恵（ お茶⼤ ） ，
後藤貴⾏（上智⼤），笹尾真実⼦（東北⼤名誉教授），
佐 野 雅 ⼰ （ 東 ⼤ ） ， 佐 野 幸 恵 （ 筑 波 ⼤ ） ，
瀧澤誠（昭和薬科 ⼤ ） ，⿃養映⼦ （⼭梨⼤ ） ，
中⼭敦⼦（岩⼿⼤），野尻美保⼦ (⾼エネ機構），
早 坂 圭 司 （ 新 潟 ⼤ ） ， 和 ⽥ 元 （ 同 志 社 ⼤ ）



2020	調査報告から
各分類に属する研究者数の調査

ー Research	Mapの活用

ー物理学会の所属のみの
データの活用

私立大学の会員が多い
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2020	調査報告から
各分類に属する研究者数の調査
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ReaD Research	Map							JPS						Research	Map

高専短大
私立大学
小規模国公
中規模国公
研究機関
大規模国公
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2020	調査報告

採択された件数の
２０年の変化

分類1の割合は徐々に減少。
それを補完する形で分類6の
割合が徐々に増加。

分類６の申請については
2000~2010の間，⼀部研究機
関で科研費応募を⾃粛して
いた経緯がある．
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2020	調査報告-採択された件数の２０年の変化

基盤B	と基盤C	の
採択件数において中・⼩規模国公⽴⼤
学と私⽴⼤学等が全体に占める割合で
ある．ここ10	年間で⾒ると，基盤C
では前半2009‒2014	年では45%，後半
2015‒2019	年では47%	と僅かながら増
加しているが，基盤B	では前半では
27%，後半2015‒2019	年では21%	と減
少している．
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2020	調査報告 ⼤型科研費と物理学会の特徴

研究者100⼈あたりの基盤研究採択
件数。ただし、件数は新規に採択
された課題の代表者のみの集計

新領域は理⼯系全体の割合。

代表者の分布に⽐べると
計画研究・公募研究の代表者は中
⼩規模国公⽴・私⽴⼤学にも分散
傾向が⾒られる。

物理学だけ⾒た場合の特徴は
研究所郡の機関への配分が⼤きい
ことがあげられる。
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2020	調査報告 -研究者あたりの平均配分金額

分類１ 分類２ 分類３ 分類４ 分類５ 分類６

基盤経費総額割合（％） 58 9.9 3 6 0.1 21.6

RM登録研究者一人当りの
金額平均（万円）

202 87 29 25 2 145



最近の調査によると同様の傾向が見える
（現委員会委員長肥山先生より）
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2009	研究者アンケート調査報告から
提⾔
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過度の競争原理を抑制

運営交付⾦の削減をやめ、法⼈化実施以前の⽔準に

学内予算を教育研究の現場に平等に

科研費の基盤研究（C）の総額を増やし採択率をアップ

より多くの⼤学や研究機関をサポートし、多様な研究を育て科学の裾野をひろげる



採択率の推移（全体と基盤(C)）
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H23	(2011)
jump



調査からみえてきたもの ー 課題 （私見）

• 2005年以降、競争的資金・外部資金の割合が大きく変化した。
• 科研費の総額も増加。
• しかし、中小規模国公立・私立大学への科研費の配分は依然とし
て多くない。

• 物理学会全会員にとって良い研究教育環境を実現するために課題
の抽出が必要。
• 多様性の観点から ：一般に日本はコンチネント型（継続性があ
り大規模）が多い。スモールアイランド型（新たな研究の芽とな
る可能性のある小規模）は減少しつつある（欧米・中国との差）。
• 科学力・技術力の基盤がある人材を社会へ（教育）。
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今後にむけて

2023/3/26 物理学会春季2023 28

•政府は「大学ファンド」を創設し、年3000億円と見込
む運用益を使い、選抜した数大学を支援する。

•科研費配分調査が持つ意味は大きい。



調査からみえてきたもの ー まとめ

• 2005年以降、競争的資金・外部資金の割合が大きく変化した。
• 2011年以降、科研費の採択率が上がった。中でも基盤(C)。
• 物理学会会員の分布 ー 私立大学が最も多く、中小規模国公立
大学にも広く分布。研究所所属も
• 物理学の特徴は、大型科研費ほど、大規模国公立大学と研究機
構・研究所等へ配分されている。
• しかし、大型科研費は大規模国公立大学の採択件数は減少傾向で
あるが、研究機構・研究所等が増加している。
• そのため 中小規模国公立・私立大学への科研費の配分に依然と
して多くない。
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